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横浜市防災計画「震災対策編」の修正素案について 

   

「東日本大震災」の教訓等を受け、より一層の被害の軽減を目指す「減災」に向けた取

り組みを強化するとともに、人命を守ることを最優先とした対策を進めるため、本年４月

から、副市長をリーダーとした３つのプロジェクトのもとに 18の検討部会を設置し、次の

５つの視点をもって、抜本的な見直しに向けた検討を行い、修正素案を取りまとめました。 

 

１ 修正素案概要（詳細は、「別紙１」参照） 

 (1) 減災に向けた対策の推進 

課  題 修正素案 

①実効性ある減災目標の設定 

 新たな被害想定を踏まえ、人的被害・経済的

被害の軽減を目指すため、客観的・具体的な目

標を設定する必要がある。 

減災目標を設定し、その目標を達成する
ためのアクションプランとして「横浜市地
震防災戦略(仮称)」を策定する。 

②密集住宅市街地対策 

密集市街地における建物の倒壊や延焼によ

り、多くの被害が発生することを防ぐため、対

策を更に推進する必要がある。 

密集住宅市街地等における公園や狭あ
い道路等の整備・拡幅により安全性を向上
する。 

③緊急輸送路の確保 

 迅速かつ円滑な災害応急対策実施のため、緊

急輸送路沿いの建物の倒壊等による、物資輸送

車両や緊急車両等の通行不能を防ぐ対策を講じ

る必要がある。 

緊急輸送路確保のための沿道建物の耐

震化と輸送路機能確保を促進する。 

 

 (2) 自助・共助体制の強化 

課  題 修正素案 

①自助・共助・公助の考え方 

 大規模地震等発生時は、市民の備えと地域の

助け合いが欠かせないことから、平時から自

助・共助・公助の考え方を定着しておく必要が

ある。 

自助・共助・公助の定義を計画に明記す
るとともに、市民や事業者等の減災行動に
対する理解を促進する。 

②自助・共助・公助の連携 

 自助・共助・公助として、各主体は何をすべ

きか、どう取り組み、連携すべきかをそれぞれ

の特性に合わせて明らかにし、普及啓発に取り

組む必要がある。 

「発災前」、「救助救命期」、「応急復旧期、
復旧期」という時間軸で、実施すべき取組
を整理し、各主体に求められる役割を明確
にするとともに、普及啓発の仕組みや手法
についても整備する。 

③地域防災拠点の開設基準 

開設基準が不明確であったため、大震災発生

当日に避難してきた市民がいたにもかかわらず

開設していなかった地域防災拠点があった。 

市内１箇所でも震度５強以上の地震が

発生した場合は、全区の地域防災拠点を開

設する。 

④避難所の追加指定 

 地震被害想定の再検証を踏まえた想定避難者

数に対応した避難所を確保する必要がある。 

避難者数を考慮し、活用可能な公共的施
設を地域防災拠点として追加指定する。 
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課  題 修正素案 

⑤女性・要援護者への配慮 

 現行計画でも女性や要援護者用のスペースを

確保することとしているが、確保の具体的な基

準が明確になっていない。 

女性、乳幼児及び要援護者などを考慮し
た避難所運営や専用スペースとして概ね
３教室分のスペースを確保する。 

⑥避難所訓練の支援 

 地域防災拠点の訓練を、開設運営訓練などの、

より実践的な訓練を取り入れる必要がある。 

地域防災拠点の実践的な運営訓練を行

うため、教材を提供するほか、その訓練支

援を行う市職員の研修を充実する。 

 

 (3) 情報受伝達体制の強化 

課  題 修正素案 

①情報受伝達体制 

 東日本大震災では、停電や通信の途絶のみな

らず、庁舎自体の被災により被害の情報収集・

伝達が行えなかった状況があった。 

災害時優先電話の増強指定や衛星携帯
電話を増強配備する。 

②避難者の通信手段 

 地域防災拠点には避難者が安否確認等に活用

できる通信手段が確保されていない。 

地域防災拠点への特設公衆電話のライ
ンを事前整備する。 

③災害時広報 

 東日本大震災時、SNS(ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ)

は比較的安定して通信を行うことができ、携帯

端末への発信等も容易なことから、情報発信ツ

ールとして活用された。 

市ホームページや防災情報 E メール等に
加え、Facebook 等の ICT 技術を活用した情
報発信体制も強化する。 

④災害時広報 

 ICT ツールを利用できない市民等に情報が届

かない可能性がある。 

ICT 技術等を活用することが困難な市民

等のため、自治会・町内会と協力し、紙媒

体での広報を実施する。また、スピーカー

を搭載した公用車を活用する。 

 

 (4) 被災者支援体制の強化 

課  題 修正素案 

①災害ボランティアセンターの運営体制 

 災害ボランティアセンター設置担当者や設置

予定地が被災した場合、設置が大幅に遅れる可

能性がある。また、市・社協・ボランティア団

体間の情報共有・連携体制が不明確である。 

災害ボランティアセンターを速やかに
設置し、運営できるようコーディネート能
力の高いボランティアリーダーの養成や
市・社協等の役割を明確化する。 

②ボランティアの受入体制 

 現行計画では、医療従事者等の専門的ボラン

ティアを含め、受入調整窓口が明確になってい

ない。 

ボランティアの１次案内窓口として、横
浜市コールセンターを活用し、その後、一
般ボランティアは災害ボランティアセン
ター、専門ボランティアは各所管局等で受
け入れ調整を実施する。 

③被害認定調査等の体制 

 東日本大震災の被災地では、避難所運営に多

くの職員を取られ、被害調査等ができる体制で

はなかった。また、調査の事務処理にも多大な

労力を必要とした。 

あらかじめ、調査を実施する担当課を指
定するなど体制を明確にするとともに、被
害認定調査から、り災証明発行、義援金の
支給など各種被災者支援を一体的かつ統
合的に処理する情報システムを導入する。 

④応急仮設住宅の供与 

 建設する応急仮設住宅のみでは、資材や用地

不足などにより、供給戸数が不足する恐れがあ

る。 

緊急に建設する「建設仮設住宅」と民間
賃貸住宅等を利用した「借上仮設住宅」の
２つを供与手法として確立する。 
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課  題 修正素案 

⑤応急仮設住宅入居者支援 

 応急仮設住宅では、コミュニティの継続や高

齢者・障害者の生活支援に配慮する必要がある。 

仮設住宅の生活環境に配慮した建設を
行うとともに、入居者に対して、見守りや
生活支援を実施する。 

⑥ライフラインの復旧 

 ライフラインは、迅速かつ効率的な復旧が求

められることから、道路啓開方針を策定する道

路管理者とライフライン事業者が密接に連携す

る必要がある。 

道路管理者とライフライン事業者相互

の復旧事業調整を行う組織を設置し、道

路、上下水道、電気、ガスなどの復旧を円

滑に進めるための仕組みを整備する。 

⑦応急復旧及び復興本部体制 

 発災直後の応急復旧期には迅速な物資や役務

の調達等が必要となる。また、復興に向けては、

復興本部の体制を明確にし、必要な施策を総合

的に打ち出す必要がある。 

応急復旧の経費等について柔軟な対応
ができるよう特例を設ける。 

効果効率的な復興を進めるため、復興本
部に「都市」、「住宅」、「経済」、「生活・暮
らし」「統括調整」の５つの機能別チーム
を設置する。 

⑧復旧復興財源 

 復旧復興対策が円滑に実施できるよう、財源

確保等の考え方を整理しておく必要がある。 

復旧復興に係る予算編成や財源確保の
手順を明確化する。 

⑨復興計画の策定 

 復興対策においても、女性や要援護者に配慮

した施策を打ち出す必要がある。 

女性、高齢者、障害者などへの配慮事項
や視点を踏まえた復興施策を策定するた
め、復興計画策定プロセスへの参画を位置
づける。 

⑩他都市からの被災者への支援 

 東日本大震災時に、本市が被災者を受け入れ

た際、受入施設の選定や運営、避難者支援など

を円滑・効率的に実施することができなかった。 

他都市からの被災者の円滑な受入れの

ため、支援内容、受入施設を明確化する。 

 

 (5) 予防・応急対策の充実・強化 

課  題 修正素案 

①市本部体制 

東日本大震災時、現行の市災害対策本部組織

では、複数の局が連携して対応すべき課題への

対策を、効率的に進めることができなかった。 

局横断的な業務を組織的かつ迅速に行

うため、市災害対策本部に複数局を統合し

た 17の「機能別チーム」を設置する。 

②区本部体制 

 東日本大震災では、本市でも帰宅困難者対策

や停電対応などに多くの人員が必要となった

が、現在の区本部の運営体制では迅速的確な初

動対応に支障をきたすおそれがある。 

限られた人的資源を効率的に運用する

ため、区本部各班の業務に固執することな

く、初動対応に必要な業務を優先的に実施

する。 

③初動体制・動員体制 

東日本大震災時、一部の被災地では通常の窓

口業務の早期再開により、応急対策に従事する

人員が不足し、被害の少なかった区から被害の

大きかった区への職員の応援が出せなかった。 

発災から原則 72 時間までは市職員全員

で災害応急対策を行う。更に、現場を抱え

る最前線の区本部へ、局からの応援職員を

増やす。 

④教職員の役割 

 地域防災拠点開設・運営にあたっての教職員

の役割が定められていない。 

児童生徒の安全確保を前提としたうえ
で、災害時の教職員の役割として地域防災
拠点の開設・運営を規定する。 
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課  題 修正素案 

⑤要援護者対策 

 発災時に、地域が要援護者支援を行うため、

要援護者に関する情報を、行政から地域に、あ

らかじめ提供しておく必要がある。 

日頃から地域と要援護者間の関係づく
りを推進するため、要援護者情報を地域へ
提供するための条例の整備や、地域の支え
あいの取組などが行われるよう地域福祉
保健計画等の取組を推進する。 

⑥災害時の医療体制 

 医療従事者を特定の拠点に集める、現行の「地

域医療救護拠点」方式では、必要な医師・看護

師等の確保が困難となる恐れがある。 

現行の地域医療救護拠点での定点的な

医療体制から医療救護隊が防災拠点を巡

回する「巡回型」などの柔軟な体制に変更

する。また、被災を免れた病院・診療所な

どの地域の医療資源を有効に活用した体

制とする。 

⑦遺体の早期身元確認 

 本市では、通勤通学者や観光客が多いことか

ら、身元確認が難航する恐れがある。 

早期の身元確認につながるよう、警察と
の連携強化や遺体情報の市全体で一元管
理を行う。 

⑧物資調達体制 

 市内・外の事業者の被災や情報・通信手段の

途絶等により物資の調達が困難となることが予

想される。 

家庭内・公的備蓄を補完するものとし

て、大規模小売業者等の店頭在庫等（工

場・倉庫・店舗等）からの調達について規

定する。 

⑨物資供給体制 

 発災直後は、情報通信手段の途絶等により、

避難者等の救援物資等に関するニーズ把握が困

難となる恐れがある。 

発災直後は最低限必要な物資のプッシ

ュ型での供給、物流回復後はニーズを把握

したプル型での供給を確保する。 

⑩物資搬送体制 

 本市では、物資集配拠点を定めているが、地

域防災拠点等への末端部輸送を担う体制が不明

確である。被災地においても、発災後数日間は

物資の拠点で救援物資等が滞留する状態が発生

した。 

民間物流業者との協定締結の推進によ

る円滑な物資輸送体制を強化する。 

○11受援体制 

 東日本大震災時、被災自治体において、受援

に係る他都市との窓口や統括調整組織等が明確

でなかったため、効率的な応援職員の活用がで

きなかった。 

受援ニーズを的確に把握し、効率的に他
都市からの応援等の受入や統括調整をお
こなうため、市本部に受援調整チームを編
成する。 

 

２ 今後のスケジュール 

24年 

９月～10月末 

第２回市民意見募集（修正素案について） 

各種団体への意見ヒアリング 

※各種団体（地域防災拠点運営委員会、区防災対策連絡協議会、

子育て団体、障害者団体、消防団、家庭防災員及び商工会議所等） 

10月中旬 防災計画修正素案に対する防災関係機関照会 

11月 第３回有識者等との意見交換会 

10月～12月 修正案作成作業 

12月 防災計画修正案策定（第４回市会定例会での報告） 

25年 ２月 震災対策条例改正（25年第１回市会定例会） 

３月 横浜市防災会議で審議・確定 

４月 修正計画の運用開始予定 
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３ 修正素案に対する市民意見募集の実施について 

市民の皆様の視点に立った、より実効性の高い防災計画とするため、「修正素案」に対

する市民意見募集を、次のとおり実施いたします。 

 

意見募集期間 平成 24年９月 18日（火）～10月 31日（水） 

意見提出方法 Ｅメール、ＦＡＸ、郵送 等 

修正素案（「別紙１」）及び

概要版パンフレット（「別

紙２」）の配布場所 

市民情報センター、各区役所、消防署、消防出張所等 

（横浜市ホームページでもご覧いただけます。） 

市民周知方法 

○記者発表(９月 13日(木)) 

○市・区連会での説明（単位自治会町内会へも資料配布） 

○広報よこはま及び神奈川新聞「市民の広場」等への掲載 

○テレビ神奈川データ放送及びツイッター等での配信 等 
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